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平成29年６月14日 
 

株 主 各 位 
兵 庫 県 明 石 市 二 見 町 南 二 見 １ 番 地 

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション 

代表取締役社長 清  水  道  生
 

第120回定時株主総会招集ご通知 
 

 拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社 第120回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日)午後５時30分までに到着するよ

うご返送いただきたくお願い申し上げます。 敬 具 
 
記 
 

１. 日 時 平成29年６月29日(木曜日） 午前10時 
２. 場 所 兵庫県明石市松の内２丁目２番地 

       ホテル キャッスルプラザ 
３. 目的事項 

 報 告 事 項 第120期( 
平成28年４月１日から 

 
平成29年３月31日まで ) 事業報告及び計算書類

  報告の件 
 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 株式併合の件 
 第３号議案 定款一部変更の件 
 第４号議案 取締役７名選任の件 
 第５号議案 会計監査人選任の件 
 第６号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

以 上 
 

 
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださ

いますようお願い申し上げます。 
２．株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.j-eng.co.jp/）に掲載させていただき
ます。 

 

証券コード 6016
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添 付 書 類 事  業  報  告  

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで) 
 

１．会社の現況に関する事項 
(1) 当事業年度の事業の状況 
 ① 事業の経過及びその成果 

当期におけるわが国経済は、世界経済の回復や円安により生産や輸出
が持ち直したことによる企業収益が好転、緩やかではありますが回復基
調にあると思われます。しかし年初以降は米国の保護主義的政策の台頭
やその他海外における政治情勢の不安定さが拡大する懸念から今後の先
行きについては引き続き不透明感が残っている状況にあります。 

一方、わが国海運・造船業界は依然として世界的な船腹過剰の状態や
中国の景気減速などによる市況低迷の時期が長く続いており、一部では
船腹需給や用船料市況の改善も出てきておりますが、新造船受注状況に
は本格的な回復の兆しが見られず、手持ち工事量の減少や円安による輸
入原材料の上昇と合わせ厳しい状況に置かれています。 

この様な状況下にあって、当社の主力製品である主機関では、前期比
販売台数減少により56億３千５百万円と前年同期と比べ△19億６千７百
万円（△25.9％）の減収となりました。また海運市況の低迷が部品・修
理等の売上に大きく影響を及ぼし、前期に比べ低調に推移した為、31億
１千４百万円と前年同期と比べ△４億１千３百万円（△11.7％）の減収
となり、売上高総額としては87億４千９百万円と前年同期と比べ△23億
８千万円（△21.4％）の大幅な減収となりました。 

損益面では、主機関販売が計画どおり推移する中、収益の柱である部
品売上が当初予想を下回り、収益を圧迫し、全社的にコスト削減に取り
組みましたが、約１億円の事業統合関連費用の計上もあり、営業損失は
４億６千６百万円（前年同期は２千４百万円の利益)、経常損失は４億
６千４百万円（前年同期は１千１百万円の利益)、当期純損失は４億６
千４百万円（前年同期は７千７百万円の利益）となりました。 

なお、剰余金の配当につきましては、当期業績の状況を踏まえると、
無配とさせて頂くところではございますが、平成29年４月１日付で事業
統合及び商号の変更を行い新会社としての新しいスタートを切ることが
できましたのも、これまでご支援を頂きました株主の皆様のお陰であり、
つきましては感謝の意を表明する為、平成29年３月期の期末配当は１株
当たり２円の記念配当をさせて頂きたいと存じます。 

 ② 設備投資の状況 
当期における設備投資の主な内容は、舶用内燃機関の生産に係る設備

投資であり、設備投資の総額は５億６千２百万円であります。 
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 ③ 資金調達の状況 
特記すべき事項はありません。 

 ④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 
該当事項はありません。 

 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況 
該当事項はありません。 

 ⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 
該当事項はありません。 

 ⑦ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況 
該当事項はありません。 

 ⑧ 会社が対処すべき課題 
わが国経済は、円安により生産や輸出が持ち直し、企業収益が好転し

緩やかな景気回復基調が見られましたが、米国の保護主義的な経済政策
の世界経済に与える影響が懸念され、海運・造船業界においても先行き
の見通しにくい不安定な状況が暫く続くものと予想されております。 

この様な状況下においても、当社の経営方針である顧客のニーズに即
応した付加価値の高い製品・技術・サービスをスピーディーに顧客に提
供し、信頼と信用を得る政策を推進しております。 

また、平成29年４月１日付で当社と三菱重工マリンマシナリ株式会社
との間で舶用ディーゼルエンジン事業の事業統合を行い、その相乗効果
を早期に実現し、業績の回復を図る所存であります。 

 
(2) 財産及び損益の状況 
 

区   分 

第117期 
 

第118期 
 

第119期 
 

第120期 
(当期) 

(平成26年３月期) (平成27年３月期) (平成28年３月期) (平成29年３月期) 

売 上 高 
百万円 

8,597 
百万円 

11,829 
百万円 

11,129 
百万円 

8,749 

経 常 利 益 
又は経常損失(△) 

百万円 
△1,089 

百万円 
△2,002 

百万円 
11 

百万円 
△464 

当 期 純 利 益 
又は当期純損失(△) 

百万円 
△1,085 

百万円 
△2,109 

百万円 
77 

百万円 
△464 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 
又は当期純損失(△) 

△38円82銭 △75円45銭 2円77銭 △16円61銭 

総 資 産 
百万円 

15,075 
百万円 

14,485 
百万円 

11,703 
百万円 

10,717 

純 資 産 
百万円 

6,900 
百万円 

4,813 
百万円 

4,848 
百万円 

4,368 

１株当たり 
純 資 産 額 

246円79銭 172円17銭 173円40銭 156円25銭 
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況 
 ① 親会社の状況 

該当事項はありません。 
 ② 重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 
 

(4) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在） 
 ① ディーゼル機関、主として商船等の主機関及び補助機関の製造・修

理・販売 
 ② 鋳鍛造品及び鉄工に関する製造・修理・販売 
 ③ 各種産業機械用ロボット、各種梱包機械及び同関連装置等の設計・製

造・修理・販売 
 

(5) 主要な事業所及び工場（平成29年３月31日現在） 
 ① 本 社 兵庫県明石市二見町南二見１番地 
 ② 支 社 東 京 支 社 (東京都港区) 
 ③ 営業所 今治営業所 (愛媛県今治市) 
 ④ 工 場 本 社 工 場 (兵庫県明石市二見町) 

 
(6) 従業員の状況（平成29年３月31日現在） 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

154名 12名減 39.4歳 13.5年 

 
(7) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在） 
 

借   入   先 期 末 借 入 残 高 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 423 百万円 

株 式 会 社 み な と 銀 行 322  

株 式 会 社 十 八 銀 行 289  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 189  

株 式 会 社 三 菱東 京Ｕ ＦＪ 銀行 189  
 

(8) その他会社の現況に関する重要な事項 
当社は、三菱重工舶用機械エンジン株式会社（以下、｢MHI-MME」とい

います｡）(現三菱重工マリンマシナリ株式会社）の舶用ディーゼルエンジ
ン事業を吸収分割（以下、｢本吸収分割」といいます｡）により当社が承継
することに関して、MHI-MMEと基本合意書及び覚書を締結いたしました。 

また、当該基本合意書及び当該覚書に基づき平成29年２月１日開催の
取締役会において、本吸収分割に係る吸収分割契約書の締結を承認し、同
日付で締結いたしました。 

さらに、平成29年２月27日開催の臨時株主総会において、商号の変更
及び定款の一部変更とあわせて承認され、当社は、平成29年４月１日付で
MHI-MMEの舶用ディーゼルエンジン事業を承継し、同日付で商号を株式会
社ジャパンエンジンコーポレーションに変更しております。 
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 28,000,000株 

 (自己株式44,874株を含む) 

(3) 株主数 1,859名 

(4) 大株主の状況（上位10名） 
 

株  主  名 持 株 数 持 株 比 率 
 千株 ％ 

三菱重工舶用機械エンジン株式会社 9,240 33.1 

株 式 会 社 シ ー ケ ー ビ ー 1,591 5.7 

株 式 会 社 商 船 三 井 996 3.6 

株 式 会 社 新 来 島 ど っ く 845 3.0 

浜 口 誠 昭 765 2.7 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 721 2.6 

株 式 会 社 山 田 ク ラ ブ ２ １ 718 2.6 

株 式 会 社 カ ナ ッ ク ス 590 2.1 

日 本 郵 船 株 式 会 社 550 2.0 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500 1.8 
 
(注) 1. 持株比率は、自己株式（44,874株）を控除して計算しております。 

2. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社は、平成29年４月１日付で三菱重工
マリンマシナリ株式会社へ商号を変更しております。 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４．会社役員の状況 
(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在) 
 
 会社における地位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

※ 取 締 役 社 長 清 水 道 生  

※ 常 務 取 締 役 黒 木 直 文 営業本部長 

 取 締 役 森 山 敬 之 管理本部長兼資材部長 

   シンパツサンライズ株式会社代表取締役社長 

 取 締 役 犬 塚 英 久 品質保証部長 

 取 締 役 川 村 哲 彦 営業部長 

 取 締 役 近 藤 潤 二 生産本部長兼技術部長 

 取 締 役 川 島  健 
三菱重工舶用機械エンジン株式会社舶用エン
ジン事業部長 

 取 締 役 松 﨑  章  

 監査役(常勤) 高 木 恒 人  

 監 査 役 横 田 健 二 株式会社ＭＯＬシップテック代表取締役社長 

 監 査 役 渡 部 健 司 今治造船株式会社常務取締役 常務執行役員 

   人事総務本部長兼広報担当 
 
(注) 1. ※印は代表取締役を示します。 

2. 当期中の役員の就任は次のとおりです。 
平成28年６月29日開催の第119回定時株主総会において、松﨑 章氏が新
たに取締役に選任され就任いたしました。 

3. 取締役である川島 健及び松﨑 章の両氏は、会社法第２条第15号に定
める社外取締役であります。 

4. 取締役 松﨑 章氏は、その経歴を通じて培われた経営全般に関する知
見を有しており、当社の経営全般に対して監督と助言を行っていただけ
るものと判断しており、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として、同取引所に届け出ております。 

5. 監査役である高木恒人、横田健二及び渡部健司の３氏は、会社法第２条
第16号に定める社外監査役であります。 

6. 監査役 高木恒人氏は、その経歴から幅広い見識を有しており、客観的
な視点から当社の経営全般に対して助言及び監査を行っていただけるも
のと判断しており、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として、同取引所に届け出ております。 

7. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社は、平成29年４月１日付で三菱重工
マリンマシナリ株式会社へ商号を変更しております。 
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（ご参考） 

平成29年４月１日付で取締役の地位及び担当の変更を行いました。こ

れに伴う重要な兼職の状況並びに地位及び担当に変更があった取締役は、

次のとおりであります。 
 
 氏名 変 更 後 変 更 前 

 黒木直文 
代表取締役常務取締役(管理部門
管掌) 

代表取締役常務取締役 営業本部
長 

 川島 健 常務取締役(営業・調達部門管掌) 

三菱重工舶用機械エンジン株式会
社 
舶用エンジン事業部長 
当社 取締役 

 近藤潤二 常務取締役(技術・製造部門管掌) 取締役 生産本部長兼技術部長 

 森山敬之 取締役(経理部門管掌) 取締役 管理本部長兼資材部長 

 犬塚英久 取締役執行役員 品質保証部長 取締役 品質保証部長 

 川村哲彦 取締役(営業部門管掌) 取締役 営業部長 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 
 
 区     分 人     数 報 酬 等 の 額 

取 締 役 7 名 62 百万円 

監 査 役 1  12  

合 計 
(う ち 社 外 役 員) 

8 
(2)

 
74 
(13)

 

 
(注) 1. 取締役の支払額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。 
2. 取締役及び監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第109回定時

株主総会において、取締役の報酬額は月額2,000万円以内（ただし、使用
人分給与は含まない｡)、監査役の報酬額は月額250万円以内と決議いただ
いております。 

3. 上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額が含
まれております。(取締役783万円、監査役100万円） 
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(3) 社外取締役及び社外監査役に関する事項（平成29年３月31日現在） 
 ① 重要な兼職の状況等 
 

区分 氏名 兼職先及び兼職内容 

社外取締役 川島 健 
三菱重工舶用機械エンジン株式会社舶用エンジン事業
部長 

社外監査役 
横田健二 株式会社ＭＯＬシップテック代表取締役社長 

渡部健司 
今治造船株式会社常務取締役 常務執行役員 人事総務
本部長兼広報担当 

 
(注) 1. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社及び今治造船株式会社との間に営業

取引・資本関係を有しております。また、株式会社ＭＯＬシップテック
との間に重要な取引その他の関係はありません。 

2. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社は、平成29年４月１日付で三菱重工
マリンマシナリ株式会社へ商号を変更しております。 

 
 ② 当事業年度における主な活動状況 
 

区分 氏名 主な活動状況 

社外取締役 

川島 健 

当事業年度開催の取締役会13回のうち５回に出席して
おります。 
舶用工業界での経験を踏まえて、実務家としての見地
から、意見の表明を行っております。 

松﨑 章 

取締役就任後開催の取締役会８回のうち７回に出席し
ております。 
舶用工業界での経験を踏まえて、実務家としての見地
から、意見の表明を行っております。 

社外監査役 

高木恒人 

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席し、
また当事業年度開催の監査役会５回のうち５回に出席
しております。 
製造及び運輸業界での経験を踏まえて、実務家として
の見地から、意見の表明を行っております。 

横田健二 

当事業年度開催の取締役会13回のうち８回に出席し、
また当事業年度開催の監査役会５回のうち５回に出席
しております。 
海運業界での経験を踏まえて、実務家としての見地か
ら、意見の表明を行っております。 

渡部健司 

当事業年度開催の取締役会13回のうち８回に出席し、
また当事業年度開催の監査役会５回のうち５回に出席
しております。 
造船業界での経験を踏まえて、実務家としての見地か
ら、意見の表明を行っております。 

 
 ③ 責任限定契約の内容の概況 

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定め
る額としております。 
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５．会計監査人の状況 

(1) 名   称     新日本有限責任監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 24百万円

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24百万円
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質
的にも区分できないため、上記報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。 

2. 当社監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査
人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役会・社内関係部署及
び会計監査人から必要な資料・報告を受けた上で、会計監査人の監査
計画の内容・会計監査の職務遂行状況について妥当性を確認し、監査
時間と報酬単価の精査を通じて報酬見積りの算出根拠・算定内容につ
いて検討した結果、会計監査人の監査報酬等は妥当であると判断し、
会社法第399条第１項の同意を行っております。 

 

(3) 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会

議案の内容を決定し、取締役会は当該決議に基づき、当該議案を株主総会

に上程いたします。 

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。 

 

(5) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分 

金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の概要は以下の

とおりです。 

 ① 処分対象 

新日本有限責任監査法人 
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 ② 処分内容 

平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契約の新規

の締結に関する業務の停止 

 ③ 処分理由 

・社員の過失による虚偽証明 

・監査法人の運営が著しく不当 

 

６．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）整備に対する

基本方針 

当社は、平成18年５月18日開催の取締役会において、会社法第362条及

び会社法施行規則第100条に基づき、当社の業務の適正を確保するための

体制を次のとおり整備することを決議いたしております。また、平成20年

５月13日開催の取締役会において、基本方針の一部追加（反社会的勢力へ

の対応方針等）を決議いたしております。さらに平成27年５月11日開催の

取締役会において、基本方針の一部追加（監査役の職務に関する方針等) 

を決議いたしております。 

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、重要事項については社内稟議規程に基づいて稟議書を作成し、

これを保存・管理する他、法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行

に係る情報を適切に保存・管理しております。 

 

(2) 損失の危険に関する規程その他の体制 

コンプライアンス、環境、災害、品質等に係るリスクについては、当

社のリスクを横断的に管理する管理本部と夫々の対応部門とが協力して、

規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成、配布等を行

います。 

新たにリスクが生じる場合は、社長を中心とする対策委員会を立ち上

げ、対応いたします。 

 

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、常勤取締役・監査役による経営会議を定期的に開催して、業

務執行上の基本的事項及び重要事項に係る意思決定を機動的に行います。 

また、変化の激しい経営環境に迅速に対応できる人材を登用するため、

従来より取締役任期は１年といたします。 
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(4) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制 
当社内にコンプライアンス担当グループを設置し、コンプライアン

ス・マニュアルの役職員への理解・周知徹底を図るとともに、同マニュア
ルに沿って当社のコンプライアンス状況の継続的確認を行い、企業活動の
健全性維持を目指します。 

 
(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項 
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

監査役と協議のうえ、必要に応じて監査役の業務補助のための監査役スタ
ッフを置くとともに、その人事については、監査役と取締役が意見交換を
行うことにより、当該スタッフの取締役からの独立性を確保いたします。 

 
(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項 
当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令

に従う旨を当社の取締役及び使用人に周知徹底しております。 
 

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報
告体制及びその他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制 
取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実があることを発

見した時は、法令に従い、直ちに監査役に報告いたします。 
また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務

の執行状況を把握するため、必要に応じて取締役会や経営会議などの重要
な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な
文書を閲覧し、必要に応じて取締役会または使用人にその説明を求めるこ
とといたします。 

なお、監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人か
ら会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連
携を図ってまいります。 

 
(8) 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱い

を受けないことを確保するための体制 
当社は、監査役に報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を

したことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨取締役
及び使用人に周知徹底いたします。 
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(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその

他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に

関する事項 

監査役がその職務の遂行について、当社に対し費用の前払等の請求を

した時は、担当部門において稟議のうえ、当該請求に係る費用または債務

が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理いたします。 

監査役の職務の執行について生ずる費用等を確保するため、毎年一定

額の予算を設けております。 

 

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

金融商品取引法の定めに従って、財務報告に係る内部統制が有効かつ

適切に行われる体制の整備、運用、評価を継続的に行い、財務報告の信頼

性と適正性を確保いたします。 

 

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況 

 ① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対して、毅然

とした態度を貫き、一切の関係を遮断することを基本的な考えとしてお

ります。 

 ② 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、コンプライアンス基本方針に基づき、反社会的勢力排除に向

けた体制を構築し、反社会的勢力との接触を未然に回避するとともに、

不当要求等があった場合には、所轄警察署、顧問弁護士等の外部専門機

関と連携を図り、反社会的勢力との関係遮断に努めてまいります。 

 

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社は、前記基本方針に掲げた体制を整備し、その基本方針に基づき

以下の具体的な取り組みを行っております。 

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する取り組み 

当社は、各法令・規程に基づいて作成された稟議書等の重要事項に関

する情報及び取締役の職務の執行に係る情報を適切に保存・管理しており、

取締役及び監査役の要請があれば、随時提供をしております。 

また管理部門においてその実施状況の確認を定期的に行っております。 
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(2) 損失の危険に関する規程その他の体制に関する取り組み 

現在及び将来に係るリスクについては、取締役会及び経営会議にて情

報の共有が図られており、未然防止等の対応の検討がなされております。 

また、管理本部と各部門が協力して、リスク対応に関する各規則・ガ

イドラインの制定及び見直しを行っており、研修の実施、マニュアルの作

成、配布等により社内での周知徹底を行っております。 

 

(3) 職務執行が効率的及び適正に行われることを確保するための取り組み 

当社は、定例取締役会の他、必要に応じ臨時取締役会を開催して、業

務執行上の基本的事項及び重要事項に係る意思決定及びその監督を有効的

に行っております。 

また、常勤取締役・監査役による経営会議を定期的に開催して、意思

決定に至るプロセスに深度を加えております。 

なお、当社は規定に基づき、コンプライアンス担当グループを設置し

ており、役職員のコンプライアンスに対する意識向上のため、マニュアル

の作成、配布と研修を実施し、さらに運用体制の強化及び課題の検討を行

うなど、コンプライアンスの推進を図っております。 

 

(4) 監査役の監査の独立性と実効性を確保するための取り組み 

当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場

合には、必要に応じて監査役スタッフを置くこと、またその者は監査役の

指揮下に置かれる旨の体制を整備しております。 

さらに、監査役に報告したことによる不利益な扱いを禁止する旨を取

締役及び使用人に周知徹底しており、監査役の職務の執行について生じる

費用または債務に関しては、担当部門で精査し、速やかに処理しておりま

す。 

監査役は、定期的に開催される監査役会で、監査に関する重要事項の

報告・協議・決議を行っており、取締役会や経営会議等の各種会議に出席

し、取締役や会計監査人、内部監査室等と積極的に情報交換や意見交換を

行っております。また稟議書等の閲覧により監査の実効性を確保しており

ます。 
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(5) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況に関する取り組

み 

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、

毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するよう取り組んでおります。

また、兵庫県企業防衛対策協議会に加盟しており、定期的な会合等への参

加を通じ情報収集に努めるとともに、必要に応じて弁護士・警察署・外部

専門機関と連携し、速やかに対応する体制を整備しております。 

また当社では、管理部門が対応窓口となり、これらの情報の管理・共

有・発信を行っており、必要に応じて取引先等の属性を確認し、契約書等

には反社会的勢力の排除条項を導入し、反社会的勢力との取引等の未然防

止に努めております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
備  考 
 この事業報告に記載の数値は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 貸 借 対 照 表  
 (平成29年３月31日現在) (単位:千円)

 
資 産 の 部  負 債 の 部 

科   目 金  額  科   目 金  額 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
電 子 記 録 債 権 
売 掛 金 
製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
その他の流動資産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

 
無形固定資産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 
水道施設利用権 
リ ー ス 資 産 

 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 前 払 費 用 
そ の 他 

 
7,519,522 
2,997,126 
312,611 
538,244 

1,291,478 
583,857 

1,131,781 
552,743 
4,539 
37,914 
69,625 

△  400 
 

3,198,010 
2,975,488 
1,656,791 
141,603 
382,202 
1,586 
33,955 
113,054 
642,170 
4,124 

 
90,978 
13,353 
5,521 
2,546 
69,556 
 
131,543 
45,280 
56,695 
14,145 
15,422 

 

 
流 動 負 債 

支 払 手 形 
買 掛 金 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
製品保証引当金 
受注損失引当金 
その他の流動負債 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
資 産 除 去 債 務 
その他の固定負債 

 
4,176,204 
1,808,080 
328,107 
777,800 
109,052 
204,465 
146,658 
18,074 
189,412 
14,583 
54,625 
73,000 
401,000 
51,343 

2,173,208 
1,224,600 
658,912 
19,210 
195,350 
32,958 
39,633 
2,542 

 負 債 合 計 6,349,412 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 
資 本 金 
資本剰余金 
資 本 準 備 金 
利益剰余金 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

技術研究積立金 
繰越利益剰余金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
4,325,144 
2,215,000 
1,709,750 
1,709,750 
407,951 
145,500 
262,451 
250,000 
12,451 

△ 7,557 
42,976 
42,976 

 純 資 産 合 計 4,368,120 
資 産 合 計 10,717,533  負債純資産合計 10,717,533 

 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 損 益 計 算 書  
 (平成28年４月１日から 

平成29年３月31日まで） (単位:千円)
 

科         目 金      額 

売 上 高  8,749,550 

売 上 原 価  8,137,480 

売 上 総 利 益  612,070 

販売費及び一般管理費  1,078,743 

営 業 損 失  466,673 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,777  

受 取 家 賃 6,600  

受 取 賃 貸 料 4,014  

受 取 保 険 金 7,273  

受 取 技 術 料 3,683  

雑 収 入 1,152 25,500 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 18,710  

雑 損 失 4,540 23,250 

経 常 損 失  464,423 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 6,446 6,446 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 1,831  

固 定 資 産 除 却 損 299 2,130 

税 引 前 当 期 純 損 失  460,107 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,713  

法 人 税 等 調 整 額 △ 503 4,210 

当 期 純 損 失  464,317 
 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 株主資本等変動計算書  
 (平成28年４月１日から 

平成29年３月31日まで） (単位:千円)
 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 技術研究 

積 立 金 
繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 2,215,000 1,709,750 1,709,750 145,500 250,000 504,727 900,227 

当 期 変 動 額        

剰余金の配当      △ 27,958 △ 27,958 

当 期 純 損 失      △ 464,317 △ 464,317 

自己株式の取得        

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △ 492,275 △ 492,275 

当 期 末 残 高 2,215,000 1,709,750 1,709,750 145,500 250,000 12,451 407,951 

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合  計 

その他有 
価証券評 
価差額金 

評価・換算
差額等合計 

当 期 首 残 高 △ 7,174 4,817,803 30,230 30,230 4,848,033 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当  △ 27,958   △ 27,958 

当 期 純 損 失  △ 464,317   △ 464,317 

自己株式の取得 △ 382 △ 382   △ 382 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

  12,745 12,745 12,745 

当期変動額合計 △ 382 △ 492,658 12,745 12,745 △ 479,912 

当 期 末 残 高 △ 7,557 4,325,144 42,976 42,976 4,368,120 
 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 
◎重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 関連会社株式 移動平均法による原価法 
 その他有価証券  
 時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 製品・仕掛品 個別法による原価法 
 原 材 料 先入先出法による原価法 
 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 
   なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定しております。 
３．固定資産の減価償却の方法 
 有形固定資産 

(リース資産を除く) 
定率法 
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。 

 無形固定資産 
(リース資産を除く) 

定額法 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における見込利用可能期間（５年）によ
る定額法を採用しております。 

 リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。なお、所有権移転外
ファイナンスリース取引のうちリース取引開始日
が平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。 

 投資その他の資産 定額法 
なお、償却期間については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。 

４．引当金の計上基準 
 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能

見込額を計上しております。 
  一般債権 貸倒実績率法 
  貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法   
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 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来
の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し
ております。 

 製品保証引当金 売上製品の保証費用に充当するため、保証費用見
積額を計上しております。 

 受注損失引当金 受注案件の損失に備えるため、当事業年度末手持
受注案件のうち当事業年度末において損失が確実
視され、かつその金額を合理的に見積ることがで
きるものについては、翌期以降に発生が見込まれ
る損失を引当計上しております。 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、事業年度末において発生していると認められ
る額を計上しております。 
・退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。 
・数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(12年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。 

 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基
づく事業年度末要支給額を計上しております。 

５．その他の計算書類作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

６．会計方針の変更に関する注記 
法人税法の改正に伴い、｢平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変
更に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第32号 平成28年６月17日) 
を当事業年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更いたしまし
た。 
この結果、減価償却方法の変更に伴う当事業年度の業績への影響は軽微
であります。 

７．追加情報 
｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針
第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。 
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◎貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

該当事項はありません。 
２．有形固定資産の減価償却累計額 5,513,183千円  
３．関係会社に対する金銭債権債務 
  (流動資産) 

売 掛 金 26,110千円  
そ の 他 252  

  (流動負債) 
支 払 手 形 578,676千円  
買 掛 金 102,665  
未 払 金 25,611  
未 払 費 用 85,637  

 
◎損益計算書に関する注記 
１．関係会社との営業取引による取引高の総額 4,756,832千円 
２．関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 3,682 
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◎株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式（千株) 28,000 ― ― 28,000 

 
２．自己株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式（千株) 41 2 ― 44 

 
３．新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 

 
４．配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基 準 日 効力発生日 

平成28年６月29日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 利益剰余金 27,958 1 平成28年３月31日 平成28年６月30日 

 
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業

年度となるもの 
 

決  議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

平成29年６月29日 
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 55,910 2 平成29年３月31日 平成29年６月30日 

 
(注) １株当たり配当額２円は、新会社発足記念配当であります。 
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◎税効果会計に関する注記 
 
 第120期 

(平成29年３月31日) 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 
  (繰延税金資産) 

    

賞与引当金  16,829 千円  
製品保証引当金  22,491   
受注損失引当金  123,548   
投資有価証券評価損  12,185   
役員退職慰労引当金  10,078   
少額減価償却資産  631   
退職給付引当金  59,738   
棚卸資産評価損  34,591   
減損損失  7,838   
資産除去債務  12,120   
繰越欠損金  1,298,209   
その他  8,282   
 繰延税金資産小計  1,606,545 千円  
評価性引当額  △1,606,545   
 繰延税金資産合計  ― 千円  

  (繰延税金負債)     
その他有価証券評価差額金  △  15,282 千円  
資産除去費用の資産計上額  △  3,927   
 繰延税金負債合計  △  19,210 千円  
 繰延税金資産(又は負債)の純額  △  19,210 千円  
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◎リースにより使用する固定資産に関する注記 
(1) リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の取引 
１．当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 149,300千円 
２．当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 121,023 
３．当事業年度の末日におけるリース物件の期末残高相当額 28,276 
４．当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 30,629 
(2) オペレーティング・リース取引 
  (借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リ
ース料 

１年以内 46,224千円
１ 年 超 315,864 
  計 362,088千円

 
◎金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関
からの借入により資金を調達しております。 
営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されており
ます。また、投資有価証券及び関係会社株式は、主に取引先企業との営
業取引又は資本関係等に関連する株式であり、市場リスクに晒されてお
ります。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
また、借入金は主に設備投資や運転資金の調達を目的にしたものであり、
償還日は決算日後、最長で５年以内であり、ファイナンスリース取引に
係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたもので
あります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められるものは、次表に含めておりません。 

（単位:千円) 
 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,997,126 2,997,126 ― 
(2) 受取手形 312,611 312,611 ― 
(3) 電子記録債権 538,244 538,244 ― 
(4) 売掛金 1,291,478 1,291,478 ― 
(5) 投資有価証券及び(6)

関係会社株式 
   

  その他有価証券 99,955 99,955 ― 
資産計 5,239,416 5,239,416 ― 

(1) 支払手形 1,808,080 1,808,080 ― 
(2) 買掛金 328,107 328,107 ― 
(3) 長期借入金（１年内返

済を含む） 
2,002,400 2,000,637 △ 1,763 

(4) リース債務（１年内返
済を含む） 

767,964 767,964 ― 

負債計 4,906,553 4,904,790 △ 1,763 
 

(注) 
［資産］ 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 電子記録債権及び(4) 売掛金 
これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 
(5) 投資有価証券及び(6) 関係会社株式 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
非上場株式等の帳簿価額2,020千円は時価を把握することが困難と認められる

ため、｢(5) 投資有価証券及び(6) 関係会社株式」には含めておりません。 
［負債］ 

(1) 支払手形及び(2) 買掛金 
これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 
(3) 長期借入金（１年内返済を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4) リース債務（１年内返済を含む） 
リース債務は新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割引い

た現在価値により算定した結果、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。 
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◎賃貸等不動産に関する注記 
当社は、長崎県諌早市内において、賃貸不動産（土地・建物）を有してお

り、平成29年３月期における賃貸不動産（土地・建物）に係る賃貸損益は
2,023千円（賃貸収益6,549千円、賃貸費用4,525千円）であります。 

 
賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに

決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 
(単位:千円) 

 貸借対照表計上額 
決算日に 
おける時価 当事業年度 

期首残高 
当事業年度 

増減額 
当事業年度末 

残高 

賃貸不動産(土地・建物) 130,867 △992 129,874 135,000 

合計 130,867 △992 129,874 135,000 
 
(注) 1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。 
2. 賃貸不動産（土地・建物）の当事業年度増減額のうち主な減少額は、減価

償却費992千円であります。 
3. 時価の算定方法は、主として不動産鑑定評価額に基づいて算定しておりま

す。 
 ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映して

いると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額
や指標を用いて調整した金額によっております。 

 
◎持分法損益等に関する注記 
  関連会社に対する投資の金額 870千円 
  持分法を適用した場合の投資の金額 9,593 
  持分法を適用した場合の投資利益の金額 1,152 

 



〆≠●0 
02_0194801102906.docx 
㈱ジャパンエンジンコーポレーション様 招集 2017/05/24 16:35:00印刷 12/18 

― 26 ― 

◎関連当事者との取引に関する注記（平成29年３月31日現在） 
 親会社及び法人主要株主等 
 

属   性 その他の関係会社  

会社の名称 三菱重工舶用機械エンジン株式会社  

住所 長崎県長崎市飽の浦町  

資本金又は出資金(百万円) 1,000  

事業の内容又は職業 
舶用機械及びエンジンの開発・設計・
販売・アフターサービス及びライセン
ス業務 

 

議決権等の被所有割合(％) 
直接 33.12 
間接 なし 

 

関 係 内 容 

役員の兼任等 役員の兼任等あり(非常勤取締役１名)  

事業上の関係 
三菱ＵＥディーゼル機関の製造販売に
関する技術提携契約、製品等の販売・
部品の購入や請負工事等 

 

取引の内容 
営業取引  

製品の売上及び部品購入等  

取引金額(千円) 
売   上 2,643,239   

仕   入 1,617,293   

科目 売掛金 買掛金 支払手形   

期末残高(千円) 26,110 97,590 578,676   
 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含
んで表示しております。 

2. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社は、平成29年４月１日付で三菱重工マ
リンマシナリ株式会社に商号変更をいたしました。また、同日付で当社は
同社の舶用ディーゼルエンジン事業部門を吸収分割契約により事業統合し
ております。 
(取引条件ないし取引の決定方針等) 
製品及び修理・部品等の売上並びに部品の購入については、市場動向を勘
案して、随時価格交渉のうえ、一般取引と同様に取引条件を決定しており
ます。 

 
◎１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 156円25銭  
１株当たり当期純損失 16円61銭  
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◎重要な後発事象に関する注記 
(取得による企業結合) 

当社は、平成29年２月１日付で締結した吸収分割契約に基づき、平成29年
４月１日付で三菱重工舶用機械エンジン株式会社（現三菱重工マリンマシナ
リ株式会社）の舶用ディーゼルエンジン事業を承継いたしました。なお、当
社は平成29年４月１日付で商号を株式会社ジャパンエンジンコーポレーショ
ンに変更しております。 

 
(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 
相手先企業の名称 三菱重工舶用機械エンジン株式会社（以下､

｢MHI-MME」といいます｡）(現三菱重工マリ
ンマシナリ株式会社） 

事業の内容 舶用ディーゼルエンジン事業 
② 企業結合を行った主な理由 

三菱重工業株式会社（以下、｢三菱重工」といいます｡)、MHI-MME
及び当社の３社は、三菱重工が独自技術により開発した舶用ディー
ゼルエンジン（以下、｢ＵＥエンジン」といいます｡）について、従
来からのライセンサー（三菱重工・MHI-MME)/ライセンシー（当社) 
の関係により、事業面で相互補完を行いつつ、各々が事業の発展に
努めてまいりました。そして更に協業関係を深化・発展させること
を目的として、具体的にはライセンサー事業（開発・設計・サービ
ス）とライセンシー事業（製造・販売・サービス）を垂直統合する
ことにより、バリューチェーンの上流から下流まで一気通貫の業務
プロセスを有する舶用ディーゼルエンジン専業メーカーとして、機
動的かつ柔軟な事業運営体制を確立させることが、ＵＥエンジン事
業の持続的成長発展に不可欠であるとの共通認識のもと、本事業統
合に向けた具体的検討を進めること等に関し、本基本合意書及び本
覚書を締結いたしました。 

本基本合意書及び本覚書締結以後、３社は、ＵＥエンジンの新機
種・新技術の開発の維持及びMHI-MMEのライセンスビジネスの今後の
更なる伸長を目的とした三菱重工からの技術支援や対象事業に関す
る特許権の取扱いについても協議いたしました。その結果、当社は、
本事業統合の方法として本吸収分割を実行することで、対象事業と
当社が有する低コストものづくりビジネスモデルとの融合が、当社
の収益力と機動力を高めることに繋がり、当社の企業価値の向上に
資するものとの判断に至ったことから、本分割契約を締結いたしま
した。 

今後は、開発・設計者についても現状と変わらぬ規模が見込め、
ライセンサーとしての機能を保持することができ、開発から設計・
製造・販売・サービスまで一貫した体制が整うことになり、お客様
に対してよりよい製品を提供するとともにＵＥライセンシー各社と
の更なる強固な関係を築きつつ、｢日の丸舶用ディーゼルエンジン｣ 
が世界に伍していけるものと考えております。 
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③ 企業結合日 
平成29年４月１日 

④ 企業結合の法的形式 
当社を吸収分割承継会社とし、MHI-MMEを吸収分割会社とする吸収

分割であります。 
⑤ 結合後企業の名称 

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション（旧社名：神戸発動
機株式会社） 

⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠 
神戸発動機株式会社（現株式会社ジャパンエンジンコーポレーシ

ョン）が、現金を対価として、MHI-MME（現三菱重工マリンマシナリ
株式会社）の舶用ディーゼルエンジン事業を承継したことによるも
のであります。 

(2) 取得した事業の取得原価及びその内訳 
取得の対価（取得原価）  現金14億円 

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額 
アドバイザリー費用等   86百万円 

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 
現時点で確定しておりません。 

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な
内訳 
現時点で確定しておりません。 

 
(多額な資金の借入) 

当社は、平成29年３月14日開催の取締役会において、株式会社三井住友銀
行をアレンジャーとするシンジケートローンによる借入について決議し、以
下のとおりに借入を実行いたしました。 
 

(1) 資金使途 
事業統合に関する買収資金 

(2) 借入先 
株式会社三井住友銀行他 

(3) 借入金額、条件 
借入金額：14億円 
借入条件：変動金利、約定返済 

(4) 借入実行日、返済期限 
(実行日)平成29年４月３日、(返済期限)平成39年３月31日 

(5) 担保提供 
有(本社工場財団） 

(6) その他重要な特約等 
当社決算数値について一定の条件の財務制限条項が付された契約が

含まれております。 
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(単元株式数の変更及び株式併合) 
当社は、平成29年５月11日開催の取締役会において、単元株式数の変更に

ついて決議いたしました。また、同取締役会において、平成29年６月29日開
催の第120期定時株主総会に株式併合及び定款の一部変更について付議する
ことを決議いたしました。 
 
１．単元株式数の変更について 

(1) 変更の理由 
全国証券取引所は、｢売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、

すべての国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に
統一することを目指しております。当社は東京証券取引所に上場する
企業としてこの趣旨を尊重し、当社株式の単元株式数を100株に変更す
るものであります。 

 
(2) 変更の内容 

単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。 
 

(3) 変更予定日 
平成29年10月1日 

 
２．株式併合について 

(1) 併合の目的 
前記「１．単元株式数の変更について」に記載のとおり、単元株式

数を100株に変更することに併せて、単元株式数の変更後においても証
券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万円以上50万円未満) 
とすることを目的として、株式併合（10株を１株に併合）を実施する
ものであります。 

 
(2) 併合の内容 

①併合する株式の種類 
普通株式 

②併合の割合 
平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に

記載又は記録された株主の所有株式10株につき１株の割合で併合いた
します。 
③併合後の発行可能株式総数 

4,000,000株（併合前40,000,000株） 
④併合により減少する株式数 

 
株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在) 28,000,000株 

株式併合により減少する株式数 25,200,000株 

株式併合後の発行済株式総数 2,800,000株 
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(3) １株未満の端数が生じる場合の処理 
株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は、会社法第235条に

基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、
端数の割合に応じて分配いたします。 

 
３．単元株式数の変更及び株式併合の日程 
 
取締役会決議日 平成29年５月11日 

定時株主総会決議日 平成29年６月29日（予定） 

株式併合の効力発生日 平成29年10月１日（予定） 

単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日（予定） 

 
４．１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式併合が前事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前
事業年度及び当事業年度における１株当たり情報は以下のとおりでありま
す。 

 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,734円04銭 1,562円55銭 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

27円74銭 △166円08銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

― ― 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション 
平成29年５月26日

 取締役会 御中 
 
          新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士  林  由 佳 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士  笹 山 直 孝 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジャパン
エンジンコーポレーション（旧会社名 神戸発動機株式会社）の平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの第120期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。 

 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。 

 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠
を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。 

 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 

 
強調事項 
 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成29年２月１
日に締結した吸収分割契約に基づき、平成29年４月１日付で三菱重工マリンマシナ
リ株式会社（旧会社名 三菱重工舶用機械エンジン株式会社）の舶用ディーゼルエ
ンジン事業を承継している。 
 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。 

 
以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第120期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施しました。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制 
(内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 
 

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション 監査役会 
 

平成29年５月26日 常勤監査役（社外監査役) 高 木 恒 人 ㊞
監査役（社外監査役) 横 田 健 二 ㊞

 監査役（社外監査役) 渡 部 健 司 ㊞
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

  議案及び参考事項 

  第１号議案 剰余金の処分の件 

剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じま

す。 

期末配当に関する事項 

当社は株主への安定的な配当を継続的に実施することを重視する

とともに、景気の変動に左右されやすい業界内にあって、経営基盤

の強化のために内部留保の充実を図ることは、長期的に株主各位の

利益に適うものと考えており、収益状況等を総合的に勘案し、期末

配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており

ます。 

第120期の期末配当につきましては、上記の基本方針及び当期の

業績等を勘案いたしますと、今期の配当を無配とさせて頂くところ

ではございますが、平成29年４月１日付で事業統合及び商号の変更

を行い新会社としての新しいスタートを切ることができましたのも、

これまでご支援を頂きました株主の皆様のお陰であり、つきまして

は感謝の意を表明する為、平成29年３月期の期末配当は１株当たり

２円の記念配当をさせて頂きたいと存じます。 

 

諸般の事情を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存

じます。 

 ① 配当財産の種類 

   金銭といたします。 

 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

   当社普通株式１株につき金２円（記念配当（※)）といたした

いと存じます。 

   なお、この場合の配当総額は55,910,252円となります。 

 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日 

   平成29年６月30日といたしたいと存じます。 
 
※ 平成29年４月１日付で三菱重工マリンマシナリ株式会社（旧三菱重工

舶用機械エンジン株式会社）と舶用エンジン事業の事業統合を行い、
新会社を発足したことから、１株当たり２円の記念配当を実施するも
のであります。 



〆≠●0 
03_0194801102906.docx 
㈱ジャパンエンジンコーポレーション様 招集 2017/05/29 17:20:00印刷 2/7 

― 34 ― 

  第２号議案 株式併合の件 

1. 株式併合の理由 

全国証券取引所は、｢売買単位の集約に向けた行動計画」を発表

し、すべての国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を

100株に統一することを目指しております。当社は東京証券取引所

に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の単元株式数

を1,000株から100株に変更することとし、併せて、単元株式数の変

更後においても証券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万

円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合を実施する

ものであります。 

 

2. 株式併合の内容 

(1) 併合する株式の種類 

普通株式 

(2) 併合の割合 

当社普通株式について、10株につき１株の割合で併合いたし

たいと存じます。 

なお、株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は、会

社法第235条に基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生

じた株主の皆様に対して、端数の割合に応じて分配いたします。 

(3) 株式併合の効力発生日 

平成29年10月１日 

(4) 株式併合の効力発生日における発行可能株式総数 

400万株 

株式併合の割合に合わせて、現行の4,000万株から400万株に

減少させるものであります。 

 

3. その他 

本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承

認可決されることを条件といたします。 

なお、その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご

一任願いたいと存じます。 
 

(注) 株式併合により、株主の皆様が所有される当社株式数は、併合前の

10分の１となりますが、併合の前後で当社の資産や資本に変更は生

じませんので、１株当たりの純資産額は10倍となり、株式市況の変

動など他の要因を除けば、株主の皆様が所有される当社株式の資産

価値に変動はありません。   
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  第３号議案 定款一部変更の件 

   1. 変更の理由 

全国証券取引所は、｢売買単位の集約に向けた行動計画」を発表

し、すべての国内上場会社の普通株式の売買単位を100株に統一す

ることを目指しております。当社は、東京証券取引所に上場する企

業としてこの趣旨を尊重し、現行定款第６条（発行可能株式総数) 

及び第８条（単元株式数）について、株式併合の割合に合わせて発

行可能株式総数を減少させるとともに、単元株式数を1,000株から

100株に変更するものであります。 

なお、本定款一部変更は、第２号議案「株式併合の件」が承認可

決されること及び当該議案に係る普通株式の併合の効力が生ずるこ

とを条件として、平成29年10月１日にその効力が発生する旨の附則

を設け、株式併合の効力発生日経過後、この定款から削除するもの

であります。 

 

   2. 変更の内容 

     変更の内容は次のとおりであります。 
（下線は変更部分) 

 
現 行 定 款 変  更  案 

第２章 株式 
(発行可能株式総数) 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、

4,000万株とする。 

第２章 株式 
(発行可能株式総数) 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、

400万株とする。 

第７条 [条文省略] 第７条 [現行どおり] 

(単元株式数) 
第８条 当会社の単元株式数は、1,000

株とする。 

(単元株式数) 
第８条 当会社の単元株式数は、100株

とする。 

＜新設＞ 附則 
第１条 第６条及び第８条の変更は、平

成29年10月１日をもって効力が
発生するものとする｡ 

 なお、本条は平成29年10月１日
の経過後、これを削除するもの
とする｡ 
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  第４号議案 取締役７名選任の件 
 取締役 清水道生、黒木直文、森山敬之、犬塚英久、川村哲彦、
近藤潤二、川島 健及び松﨑 章の８氏は本総会終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、経営監視機能の強化を図るた
め、社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いいたしたいと
存じます。 
 取締役候補者は次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、重要な兼職の状況並びに 
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当 

所有する 
当 社 の 
株式の数 

当社との 
特 別 の 
利害関係 

１ 

し みず みち お 

清 水 道 生 
 

(昭和26年10月５日生) 

昭和50年４月 三菱重工業㈱神戸造船所入社 

平成16年４月 同社同所造機工作部長 

平成18年４月 同社同所機械工作部長 

平成18年６月 当社取締役 

平成19年４月 当社取締役経営改革担当・社長

特命事項担当 

平成20年４月 当社常務取締役生産本部長 

平成25年４月 当社常務取締役生産本部長兼資

材部長 

平成25年９月 当社常務取締役生産本部長 

平成26年６月 当社代表取締役専務取締役生産

本部長 

平成27年６月 当社代表取締役社長(現任) 

2,000株 なし 

２ 

くろ ぎ なお ふみ 

黒 木 直 文 
 

(昭和32年８月23日生) 

昭和57年４月 三菱重工業㈱本社入社 

平成21年９月 同社神戸造船所総務部長 

平成24年４月 ㈱春秋社（現MHI保険サービス

㈱）関西支店部長 

平成25年３月 当社取締役管理本部長代理 

平成26年６月 当社取締役管理本部長 

平成27年４月 当社取締役営業本部長 

平成27年６月 当社代表取締役常務取締役営業

本部長 

平成29年４月 当社代表取締役常務取締役（管

理部門管掌)(現任) 

2,000株 なし 

３ 

かわ しま  けん 

川 島  健 
 

(昭和45年８月４日生) 

平成５年４月 三菱重工業㈱神戸造船所入社 

平成19年10月 同社同所舶用ディーゼル事業ユ

ニット営業課長 

平成25年10月 三菱重工舶用機械エンジン㈱舶

用エンジン事業部営業・SCM推

進部次長 

平成27年４月 同社舶用エンジン事業部 

       営業・SCM推進部長 

平成27年６月 当社取締役 

平成27年10月 三菱重工舶用機械エンジン㈱舶

用エンジン事業部長 

平成29年４月 当社常務取締役（営業・調達部

門管掌)(現任) 

0株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、重要な兼職の状況並びに 
当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当 

所有する 
当 社 の 
株式の数 

当社との 
特 別 の 
利害関係 

４ 

こん どう じゅん じ 

近 藤 潤 二 
 

(昭和31年12月11日生) 

昭和56年４月 三菱重工業㈱神戸造船所入社 

平成23年７月 同社原動機事業本部舶用機械・

エンジン事業部 舶用ディーゼ

ル部主幹部員 

平成25年６月 MHIディーゼルサービスエンジ

ニアリング㈱取締役 

平成25年10月 三菱重工舶用機械エンジン㈱舶

用エンジン事業部事業部長代理 

平成26年４月 当社生産本部技術部長 

平成27年６月 当社取締役生産本部長兼技術部

長 

平成29年４月 当社常務取締役（技術・製造部

門管掌)(現任) 

0株 なし 

５ 

※ 
いわ なが  おさむ 

岩 永  修 
 

(昭和39年９月６日生) 
  

平成２年２月 神戸発動機㈱入社 

平成25年10月 当社生産本部製造部次長兼生産

計画課長 

平成26年10月 当社生産本部製造部長 

平成29年４月 当社執行役員工場長(現任) 

0株 なし 

６ 

※ 
しば た  たけし 

柴 田  健 
 

(昭和44年７月１日生) 
  

平成４年４月 三菱重工業㈱神戸造船所入社 

平成28年４月 同社エネルギー・環境ドメイン

経営管理総括部企画管理部次長 

平成29年４月 同社パワードメイン経営管理総

括部企画管理部次長(現任) 

0株 (注)3 

７ 

※ 
たけ うち いく お 

竹 内 郁 夫 
 

(昭和27年２月21日生) 
  

昭和49年４月 ㈱赤阪鐵工所入社 

平成16年１月 同社営業グループ部長 

平成16年７月 同社営業本部本部長代理 

平成17年４月 同社営業本部副本部長 

平成18年６月 同社取締役営業本部長 

平成24年７月 同社取締役執行役員営業本部長 

平成28年７月 同社顧問(現任) 

0株 なし 

 
(注) 1. ※は新任候補者であります。 

2. 柴田 健及び竹内郁夫の両氏は、社外取締役候補者であります。 
3. 柴田 健氏には、その経歴を通じて培われた経験と見識に基づく経営の監

督とチェック機能を期待しており、社外取締役としての職務を適切に遂行
できるものと考え、社外取締役候補者といたしました。 
柴田 健氏の選任が承認された場合、当社との間で、会社法第427条第１項
の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度は法令が定める額
といたします。 
なお、柴田 健氏は三菱重工業株式会社の業務執行者であり、三菱重工業
株式会社は、当社の特定関係事業者（主要な取引先）であります。 
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4. 竹内郁夫氏は、会社経営に関する豊富な経験を有しており、この経験を活
かし、当社の経営全般に対して提言をいただくことにより、当社のコーポ
レートガバナンス強化が期待できるため、社外取締役候補者といたしまし
た。 
竹内郁夫氏の選任が承認された場合、当社との間で、会社法第427条第１項
の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度は法令が定める額
といたします。 

5. 三菱重工舶用機械エンジン株式会社は、平成29年４月１日付で三菱重工マ
リンマシナリ株式会社へ商号を変更しております。 

 

  第５号議案 会計監査人選任の件 
 当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は本総会終結の
時をもって任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の
選任をお願いいたしたいと存じます。 
 なお、本議案につきましては、監査役会の決定に基づき付議して
おります。 
 当社が東陽監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当社の
事業規模、事業内容に適した監査対応等が可能なこと、監査費用な
どを総合的に検討した結果、当社の会計監査人として適任と判断し、
当社の申出によるものであります。 
 会計監査人候補者は次のとおりであります。 
 

（平成28年12月末現在) 

名  称 東陽監査法人 

事 務 所 
主たる事務所   東京都千代田区神田美土代町７番地住友不動産神田ビル６Ｆ 

その他の事務所  大阪府、愛知県 

沿  革 

昭和46年１月 監査法人日東監査事務所を設立。 

昭和56年11月 虎ノ門共同事務所との統合を機に、東陽監査法人に名称を変更。

大阪事務所、名古屋事務所を設置。 

平成17年１月 監査法人西村会計事務所と合併。 

平成18年10月 東都監査法人と合併。 

平成23年１月  BDO Internationalとメンバーファーム契約を締結。三優監査法

人と合弁でBDOJapan株式会社を設立。 

概  要 

資本金 392百万円 

人員構成  

パートナー 代表社員 64名

 社員 24名

専門職員 公認会計士 263名

 新試験合格者・会計士補 22名

 その他の専門職員 17名

事務職員  22名

 合計  412名
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  第６号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 本総会終結の時をもって退任される取締役 森山敬之、犬塚英久、

川村哲彦及び松﨑 章の４氏に対し、その在任中の労に報いるため、

当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈

呈いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期及び方法等につきまし

ては、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 退任取締役の略歴は次のとおりであります。 
 

氏     名 略          歴 

もり やま ひろ ゆき 

森 山 敬 之 平成25年６月 当社取締役 現在に至る 

いぬ つか ひで ひさ 

犬 塚 英 久 平成26年６月 当社取締役 現在に至る 

かわ むら のり ひこ 

川 村 哲 彦 平成27年６月 当社取締役 現在に至る 

まつ ざき  あきら 

松 﨑   章 平成28年６月 当社取締役(社外) 現在に至る 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

ホテル キャッスルプラザ 
 

〒673-0016 兵庫県明石市松の内２丁目２番地 

ＴＥＬ078－927－1111 


